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W. S. Lindsay, History of Merchant Shipping 
and Ancient Commerce, 4 vols (1874-1876) 
一航悔条例撤廃のイギリス海運業への影響を中心として―
梶 本 元 信
I 
イギリス経済史上において，航海条例の撤廃をめぐる論議，あるいは，その撤廃が経済
発展に及ぽした影響については，穀物法の場合ほどはなばなしい論争を引き起こさず，ま
た，多くの経済史家によっても，それに付随して取り扱われるにすぎなかった。それは，
クラッバムの言うように，穀物法の崩壊の歴史へのアペンディックスとして，いいかえれ
ば，貿易自由化の論理的帰結として取り扱われて来たにすぎない。
しかしながら， 19世紀のイギリス海運業の発展に目を向ける者にとって，航海条例の撤
廃過程およびその後の海運政策は決して無視すべき事柄ではなく，古くから多くの海運史
家によってなんらかの言及がなされて来たのである。中でもw.s. リンゼイはその主著，
History of Merchant Shipping and Ancient Commerce, 4vols (1874~76), 特にその
第3巻においてきわめて詳細な研究を行なっている。本書は全部で4巻から成り，各巻
500ページを越える大著であり，第1巻と第2巻は古代から中世，重商主義時代を経て 19
世紀初期に至る海運史を，そして第3,4巻は主として著者自身が実際に第一線で活躍して
いた19世紀のイギリス海運史を取り扱っており，航海条例の撤廃過程とその後の海運政策
については第3巻で詳論されている。なお，第3巻と第4巻は互いに密接な関連をもって
いると思われるので，簡単に私見を述べておこう。すなわち，この両巻における著者の主
要な関心の 1つは，彼の生きていた時代のイギリス海運業の発展がいかにして可能であっ
たか，あるいは将来どうすることが望ましいかという点にあり，そして著者は海運の発展
を支える 1本の支柱（最大の支柱）を民間海運業者の革新的企業者活動（例えば，鉄製蒸気
船の積極的採用）に，そして，他の 1本をレッセ・フェールに立脚する海運政策の実施に
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見出しているように思われる。前者は第4巻の主題であり，著者の最大の関心はそこにあ
る。後者は時に看過され易いが，イギリス海運業発展の不可欠の要因であり，本書の第3
巻が特に強調している点である。著者によれば，自由貿易政策，そしてその一齢としての
航海条例の撤廃（それは多くの保守的海運業者の激しい反撃を浴びたが）は，イギリス海
運業の発展にとって， きわめて有意義な政策であった。そして， 後代の著名な海運史家
（例えば，カーコーディ，フェイル，ソーントン，わが国では佐波宣平教授等）も同様の
立場に立っていた。そして， 19世紀後半から第1次大戦前にかけてのイギリス海運業の成
功という事実は，この見解の正当性を十分に立証しているかに見えた。
しかしながら，両大戦間における停滞，そして，第2次大戦後の不振により，イギリス
海運業の斜陽化が問題にされ，再び保護政策論が台頭すると，従来正当性を有していた歴
史的解釈にもメスが入れられるようになった。例えば，早くも1918年に海連および造船部
門委員会 (DepartmentalCommittee on Shipping and Shipbuilding)は，ナボレオ
ン戦争後35年間にもわたって「航海条例がイギリス帝国内貿易における長距離航路の独占
をイギリス船に保証していたことが，イギリス海運業の発展の重要な要因となっていたこ
とは疑いない」と報告している (S.G.Sturmy, British Shipping and World Compet-
ition, 1962, 地田知平監訳『英国海運と国際競争』，昭和40年， P.34)。また，最近では D.H.
オールドクロフト等も，「しばしば示唆されるように保護がイギリス（海運）業界に対して
不利益であったかどうかは疑わしい」として従来の古典的見解に疑問を投げかけている。
その主張の根拠として彼等は， 1815年までは航海条例のもとでイギリス商船隊は急速に
成長したが， 1820年以後，互恵条約によって保護が緩和されるとその相対的地歩を喪失し
たこと，そして， 1849年以後の10年間にイギリス海運の相対的地位が低下している点を指
摘し，「もし保護がもっと早く除去されていたならば，イギリス海運が非常に多くの利益を
得ていたであろうということはありそうもない」と結論し，イギリスに究極的覇権をもた
らしたのは，航海条例撤廃から生じる競争の効果ではなく，最大の競争国アメリカに欠い
ていた新しい造船方法の採用にあったと主張している (H.J.Dyos and D. H. Aldcroft, 
British Transport, 1969, pp, 236~237)。さらに，イギリスの自由貿易政策そのものが，
実際の経済舞台において，はたしてその額面どおりに遂行されたかどうかに疑問をもつ者
も，上記の古典的見解を容認しないであろう。この種の見解の主張者の重点は主として航
海条例撤廃後の海運政策におかれ，郵便補助金政策の保護主義的側面を強調し，イギリス海
運業者達は航海条例撤廃後も，その性格は異なるにせよ，依然として保護を受けていたと
主張する。この見解の代表者として， S・ボラードと山田裕之氏をあげることができる。
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リンゼイを中心とする古典的見解は， その後，種々の方面から批判を受
け，その有効性に疑問が抱かれている。われわれもこのことを十分考慮する必要がある
が，しかし，古典的見解にもなお無視しがたい真理が含まれていたと考えるのであり，そ
の代表的主張者としてのリンゼイの見解をもう一度ふり返ってみるのも，あながち徒労で
はないであろう。なお，われわれがここに紹介するのは主として第3巻の航海条例撤廃の
結果の部分（第11~14章）である。
最後に， Dictionaryof National Biographyによって著者自身のプロフィールについ
て簡単にふれておこう。著者 WilliamShaw Lindsayは1816年にスコットランドのエ
アシャに生まれ， 10歳の時に両親を失ない，伯父に育てられたが，伯父の牧師職を継ぐの
を嫌って家出し，後に船員になる。その後， W.S. Lindsay & Co. を創設し，イギリス
でも有数の海運企業に育てあげたのである。また，彼は1854年にタインマスとノースシー
ルズにおいて鏃席を得て以来， 1865年に病気のためにいっさいの公職から身を退いて文筆
生活に入るまで下院議員としても活躍し，海運業界の発展のために精力的に活動した。そ
して，本書が世に出た翌年 (1877年） 8月26日にミドルセックスのシェパトンマナーで永
眠している。
n 
船主達の激しい抵抗にもかかわらず，約200年の歴史をもつ航海条例は， 1849年に至っ
て，沿岸貿易を保護する条項を除いて，完全に撤廃されることになった。この撤廃はイギ
リスの外国（特にアメリカ合衆国，北欧，バルチック諸国）海運業に対する優位がいまだ
完全に確立されていない時期になされたので，撤廃後しばらくの間，従来イギリス船が支
配していた航路への外国船の侵入は，イギリス船主達に非常な脅威を与えていた。中でも
アメリカ海運業の躍進を彼等は単なる驚嘆以上の気持で見ていたことは疑いない。この点
について著者は，「アメリカの商船隊は， 1815年にはイギリスの二分の一以下であったが，
1850年にはイギリス商船隊が4,232,965トンであったのに対して3,535,454トンにも達して
いた。そして，彼等が今日有している特別の利点からして，近い将来にイギリスを追い越
す可能性は大きかった」 (pp.290~291)と述べている。特に対中国貿易におけるアメリ
力船の進出はめざましく，イギリスでもこれに対抗するため，アメリカにならってクリッ
パー船を建造したがアメリカの敵ではなく， 「1848年において， アメリカはその貿易のほ
とんどを独占しており」 (p.288), 彼等は以前に中国との貿易に使用されていたどのよう
な船よりも大型で快速な船を就航させていたのである。さらに，同年におけるカリフォル
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ニアの金鉱発見は，アメリカ海運・造船業の全盛時代を招来した。著者によると，そこで
使用された船舶（カリフォルニア・クリッパー船）は，イギリス最大の東インド会社船と
同程度の大きさであり，貨物積載能力ではそれを越えていたのである (p.289)。
このように優秀なアメリカ船との激烈な競争に対抗するには多大の努力を必要とした。
それは，根本的には，民間の海運・造船業者による鉄製蒸気船の積極的採用によってなさ
れたが，同時に政府の助成についても看過されてはならない。第11章の大半は航海条例の
撤廃後，政府が海運近代化のために行なった種々の規制，あるいは船主達を取り巻いてい
た多くの煩雑な法体系の整備についての記述に費やされており，著者はそれらの海上自由
主義思想に立脚する諸方策の実施がイギリス海運業の発展に与えた影響を高く評価してい
る。
政府が先ず目をつけたのは船員の質的向上である。 19世紀初期のイギリス船員の質は外
国のそれと比較して決して優れてはいなかった。著者の見るところによると，航海条例が
撤廃される以前，イギリスでは政府も海運業界も保護の上に安住して，船員の質的向上に
はほとんど注意を払わなかったのに対し，デンマーク，ノルウエー，プロシャ，アメリカ
等主要海運国では船員教育の必要性に着目し，主要な港に学校を設立して船員教育に力を
注いでいたのである (p,28)。さらに，イギリスでは高級船員や船長の資格についてなん
らの試験制度も存在しなかったが，これらの国々では，航海士になるには厳格なテストを
通過しなければならなかったのである (pp,28~31)。19世紀初期におけるイギリス商船
乗組員の質が一般に低劣であったことについて，著者は世界各国に散在するイギリス領事
レボートからその実態を描き出している (pp,43~49)。 これらの領事レボートにみられ
る共通の見解は，一般にイギリス船は外国船と比べて劣等であり，イギリス船長は外国船
長よりも教養が乏しく，道徳的に劣っているという点にある。
航海条例が撤廃され，イギリス船が世界の海で外国船と対等に競争しなければならなく
なると，先ずこの状態を改善する必要に迫られた。このため，政府は1850年に「船長およ
び船員の資質の向上ならびに規律維持に関する法律」 (AnAct for Improving the Con-
ditions of Masters, Mates, and Seamen, and Maintaining Disciplines in the Mer-
chant Service)を制定した。著者によれば，この法律により，イギリス商船隊の全般的
監督は商務省の管掌となった（それまでは 9つの省庁の所轄とされていた）が，その最も
重要な改善は，新しく船長や航海士になろうとする者に対する試験制度が設けられた点に
あり，彼等の試験はこの法律によって設置された地方海運局によって実施された（もっと
も，以前に船を指揮していたか，航海士として勤務していた者はその対象からはずされて
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いた）。また，この法律により，船員の雇用状態の改善にもメスが入れられた。 この法律
が実施される以前において船員の雇用条件はきわめて劣悪であり，しばしば彼等はその雇
用契約どおりの待遇を受けていないことが多かったが，今や地方海運局は海運事務所を設
立し，そこで商務省の指定する海員監督官(shippingmasters)が雇用契約の忠実な履行
を監視したり，船員への前貸手形(advancenote)の発行などの業務を行なうことになっ
た (pp.300~301)。その他， この法律は外国の港における海事裁判所 (NavalCourt) 
の設置，船長に対する航海日誌の記入義務等， 多くの重要な施策を含んでいたのである
(pp. 304~308)。中でも特に，著者は高級船員の試験制度のもたらした効果を高く評価
し，「航海条例が撤廃されて以後，あらゆる点でわが国の船舶は改善され， しかもそれは
大いに注目すべきものであるが，それにもまして，それらの船舶の運航にあたる人間の改
善は更にいっそう大きな意義があった」 (p.302) と述べ， 船員の質的向上がイギリス海
運業の発展に果たした役割を重視している。
航海条例の撤廃後，政府が実施した第2の方策は1854年の商船法 (The Merchant 
Shipping Act)に表われている。 この法律はイギリス海運業に関する従来の錯綜した法
体系を整理統合したものであり， 12部， 548条から成り立っていた (pp.308~309)。例え
ば，それにより，船舶測定基準が合理化され，船舶の登簿に関する規定が改善され，船長
や航海士および一般船員の資格と義務づけについての新たな規定が設けられた。また，蒸
気船の建造や装備に関しても，いっそうの改善を促すとともに，その安全性を確保するた
めの規則が設けられ，水先案内や灯台，プイの管理，船員基金，難破船の調査等に関して
も諸規定が設けられたのである (pp.309~319)。この法律を評して著者は，「イギリス商
船隊に関する法規のうち，航海条例の撤廃を別にすれば，既に制定された立法中最も優秀
かつ有益なものの一つ」 (p.320)であると激賞している。
直
第12章において， 1855年の船客法 (ThePassenger Act) を中心に移民輸送に関する
諸改善と， 1862年の商船法改正法 (TheMerchant Shipping Act Amendment Act) 
による若干の改善（主として外国航路に勤務する技術者に対する試験制度の実施）につい
・て述べた後，著者は第13~14章において，主としてクリミア戦争後の不況をめぐる海運業
界と政府の見解の対立に焦点を合わせつつ，航海条例の撤廃およびその後の政府の施策が
イギリス海運業にとっていかなる意義をもっていたかを評価しようとする。この2章は本
書の中でもきわめて重要な箇所であると思われるので，やや詳しく紹介してみよう。
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航海条例の撤廃後しばらくの間，海運業界は沈滞ムードに包まれており．このような状
態は1852年の春まで続いた。その後，景気はやや持ち直したが． 「1854年までは実際の船
腹不足はおこらなかった」 (p.352)。1854年の春に始まるクリミア戦争は深刻な船腹不足
を招来したため政府は沿岸貿易を自由化した。しかし，戦争によるブームは一時的な現象
であった。非常な需要増加に応じて多くの船舶が建造されたが，戦争の終結とともに一転
して大不況が訪れた。 1857年の終わりまで船腹過剰が支配的であり，船主達が採算のとれ
る運賃を望むことはほとんど不可能な状態であった (pp,355~358)。同様に，カリフォ
ルニアのゴールドラッシュによる空前の繁栄を謳歌していたアメリカ海運業も， 1854年末
頃には採算がとれなくなっていた。そして1858年1月，ニューヨークの造船台では一隻の
商船も建造されていないという惨状を呈していた。 (p,361)。
ところで，海運業界はこのような不況（何も海運業に限ったものではなかったが）をど
のように見ていたであろうか。著者は， 1858年7月25日に開催されたロンドン船主協会
(the General Shipowners'Society of London)の年次集会の報告書をみて， ロンド
ンの船主達の態度を次のように批判している。すなわち．彼等は「不況の原因を通商事情
の激変に求めないで，逆にいまだに諸外国との互恵制の欠如とともに航海条例の撤廃がそ
の主因であると誤解しており，さらに奇妙なことに，報告書は彼等の不運の一因を1854年
の商船法と翌年の船客法のせいにしたのである」 (p.362)と。 ロンドン船主協会はイギ
リス海運業者を代表する一大組織であり．きわめて大きな政治力をもっていたが，海運業
者の組織はその他の主要な港においても設立されていた。著者によれば，これら外港の船
主協会もロンドンの協会と同様の見解であり，特に東部の港（例えば，ァバディーン，ニ
ューカッスル，ダンディー，シールズ）における不満は大きく，彼等は議会に陳情書を送
って救済を求めていたのである (pp,362~363)。
彼等の不満は1858年12月にロンドンで開催された大会で公表され．多くの海運業者が航
海条例の撤廃による悪影響を訴えた。例えば， G・F・ヤングは多くの統計により．航海
条例の撤廃後イギリス船は増加したが，イギリスの港に入港する外国船は，はるかに大き
な比率で増加したと主張した。さらに彼は航海条例撤廃後の運賃率の低下が消費者にもた
らす利益は僅少であると，国民経済への影響を評価した後，現在の「最も嘆かわしく絶望
的な不況」の原因は航海条例の撤廃による外国船との激しい競争にあると結論した。その
他， リヴァプール，グラスゴー，ハル，シールズ，モントローズ，ダンディーそしてアバ
ディーンの船主代表もそれぞれ地方の困難な事情を報告した後，女王に対する請願書が作
成されたが，それには「撤廃法案が通過するさいに抱かれていた懸念は，結果的に十分確
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証された」 (p.365)と結論づけられている。その後， 1859年2月にロンドンの船主協会は
政府に対して1849年の撤廃法に規定されている王権の行使（諸外国に対する報復条項の実
施）を要請する請願書を提出し，多くの著名な海運業者（その中には theGeneral Ship-
owners'Societyの議長， ジョージ・マーシャルやロンドンの大船主ダンバーも含まれ
ていた）がそれに名を連ねた (pp.366~367)。
政府もこの請願書を無視することができず，何らかの見解を表明する必要に迫られた。
著者は船主達の要請に呼応して政府が刊行した報告書の内容を以下のように紹介して
いる。先ず最初に，報告書はイギリス船に対して差別待遇をとっている国々に対して報
復措置を講じても， それがもたらす利益は少ないという見解である。なるほど， フラン
ス， スペイン， ボルトガルは外国航路において依然としてイギリス船に対して差別待偶
をとっており， そのことは報復措置をとるに十分な理由を与えるが，報告書はそのよう
な政策を実行することによって得られるイギリスヘの利益は僅少であると分析している
(pp. 367~370)。また，沿岸貿易の問題に関しても， 1854年の自由化以来，イギリスの
沿岸貿易に対する外国船の進出はほとんどみられず，その大部分はイギリス船に独占され
ており，従来の政策を変更する必要性はないと主張する (p.371)。ただ，アメリカの沿
岸貿易（そこでは依然としてアメリカ船が保護されている）からイギリス船が駆逐されて
いることに関しては，報告書も遣憾の意を表し．国際的公平という見地からすれば，それ
は沿岸貿易というよりむしろイギリスとその植民地との貿易と同様のものとみなされるべ
きであり，したがって，その貿易へのイギリス船の就航も許されるべきであると述べつつ｀
も，直ちにアメリカに報復措置を取るべきであるとは考えていない。というのは，たとえ
そのような政策を実施し，アメリカ船をイギリスの沿岸貿易から排除しても，それによっ・
てアメリカ船に与える打撃は軽微であり，イギリス船の得る利益もほとんどないと思われ
たからである (pp.373~374)。要するに，政府はもはや保護政策に復帰する意図は全く
なく，逆に，諸外国がイギリスと同様に自由主義的な政策を採ることを強く望んでいたの
である。その論拠は次の一節によって明白である， 「外国貿易においても沿岸貿易におい
ても，イギリスの自由貿易政策に返礼した国々はイギリスの諸制限の撤廃によって最大の・
利益を得た国々であり，他方，依然としてイギリス船への不当な制限を続けた国々は…...
イギリスの貿易の開放によっても， ほとんど， あるいは全く利益を得なかった国々であ
る」 (pp.372~373)。
このような見地に立って，報告書は，次に当時の海運業界の不況がどの程度航海条例の
撤廃に基因しているかについて，同条例撤廃前後の海運と造船の状況を示す若干の表を提
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示することによって説明している。それによると， 1842年から1857年にかけてのイギリス
の港への入出港トン数は，撤廃前8年間にはイギリス船が約297万トン増加したのに対
し，外国船のそれは約188万トンに留ったが，撤廃後の8年間にはイギリス船の増加量，
約425万トンに対し，外国船のそれは442万トンを超えた。したがって，この数字をみるか
ぎり，外国船の方がより大きな比率で増加したことは一目瞭然であるが，そのさい次の2
点を酌量すべきであるという。その第1点は，撤廃後，イギリス船が第三国間貿易に従事
した量は飛躍的に増加したが，その実態を示す数字はイギリスの統計には含まれていない
という事実であり，第2点は，撤廃後，イギリス船のうち外国貿易に使用された船腹量は
国内航路のそれよりもはるかに大きく伸びたという事実であり，報告書によると，それは
イギリス船の外国船に対する競争力の増大を示すりつばな証拠であった(pp,376~379)。
要するに，政府の見解によれば，航海条例の撤廃はイギリス海運業者に何ら害を与えるも
のではなく，撤廃前と比較して外国船のイギリスの港への入出港の増加比率がイギリス船
のそれを上回っていた点についても，その原因は条例撤廃にではなく，むしろ，イギリス
の通商拡大に伴う船腹需要の増加にあったのである。
もっとも，このような政府の現状分析，および，その後に発行された商務省報告書も海
運界の保守主義者を十分に納得させるものではなかった。例えば， 1859年春に開催された
ロンドン船主協会の会合での著者のリベラルな演説 (pp,393~397)は，依然として植民
地貿易の独占を夢みる保守的船主達にごうごうたるヤジと嘲笑で迎えられたという。
このように，航海条例のもたらした効果について，政府見解とロンドンを中心とする船
主協会のそれとの間には，なおかなりの隔たりがあったが，著者は1860年2月に自らの動
鏃によって設けられた委員会（いわばリンゼイ委員会）の報告書をもって，上記の論争の
結論とみなしている。著者によれば，この委員会には多くの海運•海事関係者や政府役人
が喚問され（その質問数は6813に及ぶ），そこでなされた調査は厳密に公正かつ徹底的で
あった (p,399)。
その報告書を見て，著者は先ず外国政府によるイギリス船への制限的措置に対するイギ
リス海運業界の不満が依然として大きいこと (pp,400~401) を指摘した後， 「その委員
会が詳細かつ公平に調査した大問題（航海条例の撤廃）に関するかぎり，彼等（証人）全
員が既に確立された自由貿易政策を覆すことは不可能であり，事実， たとえそれが可能
であったとしても，もはや船主達の利益にならないであろうという点で意見の一致をみた
といってよかろう」 (p,401)と述べている。今や， イギリスにおいて最も保守的な人々
でさえ，保護政策への復帰はイギリスの貿易のみならず，海運にとっても不利益になると
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考えるようになったのである。イギリス海運業においてもすでに新しい時代が始まってお
り， 「委員会は一部の勤勉な人々 （帆船主や帆船建造業者）に必然的に伴う大損害……を
遺憾と思わざるを得ないが，主として科学の進歩によって生じた事態を救済することは不
可能であり………実際，委員会で証言したどの証人（多くはその被害者）も，もはや1850
年以前に行なわれていた絶対的な制限的体制に立ち返ることを提案しなかった」 (p.402) 
のである。航海条例撤廃後9年間に蒸気船はまことに驚くべき比率で増加し，撤廃前9年
間の増加率が81%であったのに対して， 184% (この数字は撤廃反対論者によって委員会
に提出された）にも達したのである。かくして，イギリス海運業に最も必要なことは，も
はや保護政策への復帰に非ずして，船主達の関心を帆船から蒸気船へ転化することであ
り，それによってのみ，彼等の国際競争力を優位に保つことができたのである (pp_ 402 
~403)。
著者はその他の多くの問題（植民地貿易に関する規制の不必要性，諸外国のイギリス船
に対する差別政策，海上での略奮や私拿捕の禁止，船主の責任制，灯台税や水先案内料の
公共負担など）についても委員会報告書の見解を紹介し，委員会の多くの勧告が後に実現
されたこと (pp.403~414) を明らかにした後， 「1860年以来，イギリス船主達は，他の
業者と同様，その後も不況期を経験したが……もはや決して過去をふり返らなくなり……
彼等の今日の唯一の望みは……彼等自身の問題を処理するにあたって，できるだけ干渉さ
れないことである」 (p.414)と結んでいる。事実， その後の彼等の努力の結果はまこと
に驚異的であり，イギリスは船舶建造量では世界第1位を占め，その蒸気船は大西洋の海
運業務を独占し，その帆船はかってロンドンに中国茶を供給していたアメリカのクリッパ
ー船を完全に打倒したばかりでなく，イギリスのクリッパー船がしばしば中国茶をニュー
ヨークヘ輪送するに至ったのである (pp_414~419)。
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